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Ⅲ 連結財務書類について

１ 対象範囲

県には、発電事業や下水道事業等の公営事業のように一般会計以外の特別会計等を設け

て行っている事業があります。また、第三セクター等には県が職員を派遣したり支援を行

うなど県の行政サービスと密接な関係を持つ団体が多くあります。

このように普通会計だけでは、県全体としての財務状況を必ずしも把握できない場合が

あることから、連結財務書類は、県と各団体を一体のものとみなして連結し、会計・団体

間の取引を相殺消去した上で、財務状況、業績、純資産の変動等の状態を明らかにしてい

ます。

連結の範囲は、県の普通会計及び公営事業会計並びに県の関与及び財政支援の下で県の事

務事業と密接な関連を有する業務を実施している関係団体 としています。※

※ 県が設立した地方独立行政法人及び地方公社並びに県が資本金、基本金その他これに準ずるものの２５％以上を
出資し役員の派遣、財政支援等の実態から県が当該法人の運営に主導的な立場を確保していると認められる法人

連結対象範囲

普通会計（一般会計、公営事業会計 公営事業会計（その他）

　　　　　以外の１１特別会計※１） 病院事業※２

公営事業会計（公営企業） 宅地造成事業※３

電気事業 下水道事業
工業用水道事業 港湾整備事業

地方独立行政法人（４） 地方公社（１）
 地方独立行政法人　秋田県立療育機構  秋田県土地開発公社
 地方独立行政法人　秋田県立病院機構
 公立大学法人　国際教養大学
 公立大学法人　秋田県立大学

第三セクター等（３５）
 (社福)秋田県社会福祉事業団 秋田県漁業信用基金協会
 (財)秋田県総合公社 秋田県信用保証協会
 (財)秋田県国際交流協会  秋田アトリオンビル(株)
 (財)秋田県工業材料試験センター  (株)秋田県分析化学センター
 (財)秋田県長寿社会振興財団  (株)秋田県食肉流通公社
 (財)あきた移植医療協会  田沢湖高原リフト(株)
 (財)秋田県生活衛生営業指導センター  (株)玉川サービス
 (財)秋田県栽培漁業協会  (株)秋田ふるさと村
 (財)秋田県林業労働対策基金  十和田ホテル(株)
 (財)秋田県木材加工推進機構  (株)男鹿水族館
 (財)秋田県林業公社  秋田臨海鉄道(株)
 (財)あきた企業活性化センター  秋田空港ターミナルビル(株)
 (財)秋田県資源技術開発機構  秋田内陸縦貫鉄道(株)
 (財)秋田県建築住宅センター  由利高原鉄道(株)
 (財)秋田県学校保健会  大館能代空港ターミナルビル(株)
 (財)暴力団壊滅秋田県民会議  (株)マリーナ秋田
 (社)青少年育成秋田県民会議
 (社)秋田県農業公社
 (社)秋田県青果物価格安定基金協会

全
体

秋
田
県

 
連
結
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連結の対象となった会計・法人は、県の普通会計、公営事業会計（以上、地方公共団

体全体 、地方独立行政法人４団体、地方公社１団体、第三セクター等３５団体です。）

が新たに連昨年度と比べ、法人の解散により４法人 が連結対象外となり、１法人※４ ※５

結対象となっています。

※１ 公営事業会計以外の１１会計： 証紙、母子寡婦福祉資金、農業改良資金、中小企業設備導入助成
資金、土地取得事業、林業木材産業改善資金、市町村振興資金、沿岸漁業改善資金、地域総合整備
資金、環境保全センター事業、公債費管理特別会計

※２ 病院事業： 地方独立行政法人秋田県立病院機構施設整備等貸付金特別会計
※３ 宅地造成事業（３特別会計）：能代港エネルギー基地建設用地整備事業特別会計、秋田港飯島地区

工業用地整備事業特別会計、工業団地開発事業特別会計
秋田県住宅供給公社 （社福）秋田県小児療育事業団 （財）秋田県災害遺児愛護会、秋田新幹※４ 、 、

線車両保有（株）
※５ 地方独立行政法人秋田県立療育機構

２ 概要

( )（１）連結貸借対照表 概要

、 ， 。 、 、平成２２年度末の資産は ３兆６ ８９１億円となっています そのうち建物 土地

機械設備、無形固定資産等の公共資産が普通会計同様３兆３，６０９億円と大部分を占

めています。

負債は１兆５，６８９億円で、純資産は２兆１，２０２億円となっています。

①連結貸借対照表（総括） （単位：億円）

資産の部 金額 負債の部 金額

１．公共資産 33,609 １．固定負債 14,397

　(1) 事業用資産 10,684 　(1) 普通会計地方債 12,064

　(2) インフラ資産 22,834 　(2) 公営事業会計地方債 372

　(3) 無形固定資産 53 　(3) 関係団体長期借入金等 4

　(4) 売却可能資産 38 　(4) 退職手当等引当金 1,500

２．投資等 2,343 　(5) その他 457

　(1) 投資及び出資金 304 ２．流動負債 1,292

　(2) 貸付金 350 　(1) 翌年度償還予定地方債等 952

　(3) 基金等 1,232 　(2) 短期借入金 21

　(4) 長期延滞債権 80 　(3) その他 318

　(5) その他 377

３．流動資産 938 負債合計 15,689

　(1) 資金 633 純資産の部

　(2) 未収金 36

　(3) 販売用不動産 185 純資産合計 21,202

　(4) その他 83

４．繰延勘定 0

資産合計 36,891 負債及び純資産合計 36,891
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※ 純計：対象を単純合計した金額から相殺消去等の調整をした金額

ア 資産の状況

連結対象を単純合計した金額から相殺消去等所要の調整をした金額を「純計」とい

います。

連結純計において資産合計は、普通会計の１．０８倍です。

大部分を占める公共資産についても、普通会計の１．０８倍で、普通会計以外の主

なものは、下水道事業、公立大学法人秋田県立大学、港湾整備事業です。

投資等は、普通会計の１．００倍です。普通会計と公営事業等の連結対象会計・団

体間の貸付金や出資金等を相殺処理しています。主なものは、財団法人秋田県林業公

社、秋田県信用保証協会、財団法人あきた企業活性化センターです。

現金・預金等の流動資産は、２．１０倍となっています。

イ 負債の状況

負債合計は、普通会計の１．０６倍です。

固定負債は普通会計の１．０５倍で、主なものは財団法人秋田県林業公社です。

流動負債は普通会計の１．２１倍で、主なものは秋田県信用保証協会です。

純資産合計は１．１０倍となっています。

（単位：億円、倍）

②連結貸借対照表

　　（主体区分別）

（Ａ） （B） （C）

資産の部

公共資産 31,242 1,748 32,991 556 8 54 33,609 1.06 1.08

投資等 2,342 150 2,431 33 6 829 2,343 1.04 1.00

流動資産 447 256 715 41 7 2,935 938 1.60 2.10

　　　　合計 34,032 2,155 36,137 630 20 3,818 36,891 1.06 1.08

負債及び純資産の部

固定負債 13,716 331 14,051 193 11 620 14,397 1.02 1.05

流動負債 1,067 1 1,181 34 1 2,840 1,292 1.11 1.21

負債合計 14,784 424 15,232 227 12 3,460 15,689 1.03 1.06

純資産合計 19,248 1,731 20,905 403 8 358 21,202 1.09 1.10

合計 34,032 2,155 36,137 630 20 3,818 36,891 1.06 1.08

連単倍率
普通会計

公営事業
会計

秋田県
全　体
（純計）

地方独立
行政法人

地方公社
第三

セクター等
連結

（純計） （B）
／

（Ａ）

（C）
／

（Ａ）
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前年度と対比すると資産、負債、純資産の合計に係る普通会計と連結純計との割合は

変化がありませんが、投資等、固定負債、流動負債に係る連結純計の割合が増加、流

動資産の割合が減少しています。

( )（２）連結行政コスト計算書 概要

連結純計において、経常行政コスト５，０８７億円に対し、経常収益は５３０億

円となっており （差引）純経常行政コストは４，５５７億円となっています。、

（単位：億円、倍）

③連結貸借対照表 普通会計 連結純計 連結/普通

　　　（年度増減） H21 ＨＨＨＨ22222222 前年比 H21 ＨＨＨＨ22222222 前年比 H21 ＨＨＨＨ22222222

（A) （（（（BBBB）））） （B)-(A) （C) （（（（DDDD）））） （D)-(C) （C）/（A） （D）/（B）

資産の部

公共資産 31,721 31,24231,24231,24231,242 ▲ 506 34,107 33,60933,60933,60933,609 ▲ 498 1.08 1.08

投資等 2,174 2,3422,3422,3422,342 156 2,089 2,3432,3432,3432,343 254 0.96 1.00

流動資産 450 447447447447 ▲ 13 1,067 938938938938 ▲ 129 2.37 2.10

　　　　合計 34,345 34,03234,03234,03234,032 ▲ 360 37,264 36,89136,89136,89136,891 ▲ 373 1.08 1.08

負債及び純資産の部

固定負債 13,716 13,71613,71613,71613,716 109 14,282 14,39714,39714,39714,397 115 1.04 1.05

流動負債 1,047 1,0671,0671,0671,067 84 1,218 1,2921,2921,2921,292 74 1.16 1.21

負債合計 14,557 14,78414,78414,78414,784 194 15,500 15,68915,68915,68915,689 189 1.06 1.06

純資産合計 19,788 19,24819,24819,24819,248 ▲ 555 21,764 21,20221,20221,20221,202 ▲ 562 1.10 1.10

合計 34,345 34,03234,03234,03234,032 ▲ 360 37,264 36,89136,89136,89136,891 ▲ 373 1.08 1.08

（単位：億円、倍）

   ①連結行政コスト計算書

　　（性質別　主体区分別）

（Ａ） （B） （C）

人にかかるコスト 1,521 10 1,526 100 0.1 58 1,690 1.00 1.11

物にかかるコスト 1,406 114 1,520 78 0.0 65 1,614 1.08 1.15

移転支出的なコスト 1,499 3 1,485 0 0 6 1,380 0.99 0.92

その他のコスト 189 13 202 6 6 192 402 1.07 2.13

経常行政コスト 4,615 140 4,733 183 6 320 5,087 1.03 1.10

使用料・手数料 67 2 69 0 0 0 66 1.03 0.99

分担金・負担金・寄附金 44 5 49 0 0 1 51 1.11 1.16

事業収益 0 45 45 74 5 228 301 0.00 0.00

その他特定行政サービス収入 0 50 34 112 0.1 93 113 0.00 0.00

経常収益 112 102 198 187 6 321 530 1.77 4.73

（差引）純経常行政コスト 4,503 38 4,536 ▲ 4 1 ▲ 1 4,557 1.01 1.01

普通会計
公営事業
会　　　計

秋田県
全　体
（純計）

地方独立
行政法人 （C）

／
（Ａ）

連単倍率

地方公社
第三

セクター
連結

(純計) （B）
／

（Ａ）

- 26 -



経常行政コストは、普通会計の１．１０倍となっています。

普通会計以外の主なものは 「人にかかるコスト」では秋田県立大学、社会福祉法、

人社会福祉事業団 「物にかかるコスト」では下水道事業、宅地造成事業の減価償却、

費 「その他のコスト」では株式会社食肉流通公社の売上原価等です。、

なお 「移転支出的なコスト」は普通会計と連結対象会計・団体間の相殺消去で減、

少しています。

、 ． 、 、 、経常収益は 普通会計の４ ７３倍となっており これは 連結対象団体等には

普通会計にはない事業収益があるためです。事業収益の主なものは、株式会社食肉

流通公社の７１億円、社会福祉事業団の３９億円です。

普通会計よりも連結対象団体等において受益者負担の比率が高いことが分かりま

す。

経常行政コストを目的別に普通会計と比較すると環境衛生が１．２７倍、産業振

興が１．２５倍、生活インフラ・国土保全が１．１４倍の順に普通会計以外が担っ

ている割合が高いことがわかります。

（単位：億円、倍）

　　　②連結行政コスト計算書

　　　（目的別　主体区分別）

（Ａ） （B） （C）

生活インフラ・国土保全 753 101 834 0 6 25 856 1.11 1.14

教育 1,192 0 1,192 81 0 0 1,219 1.00 1.02

福祉 728 0 728 15 0 40 759 1.00 1.04

環境衛生 180 0 180 87 0 6 229 1.00 1.27

産業振興 923 27 948 0 0 229 1,158 1.03 1.25

警察 265 0 265 0 0 0 265 1.00 1.00

総務 239 0 239 0 0 16 253 1.00 1.06

議会 11 0 11 0 0 0 11 1.00 1.00

その他 323 13 335 0 0 5 337 1.04 1.04

経常行政コスト 4,615 140 4,733 183 6 320 5,087 1.03 1.10

使用料・手数料 67 2 69 0 0 0 66 1.03 0.99

分担金・負担金・寄附金 44 5 49 0 0 1 51 1.11 1.16

事業収益 0 45 45 74 5 228 301 0.00 0.00

その他特定行政サービス収入 0 50 34 112 0 93 113 0.00 0.00

経常収益 112 102 198 187 6 321 530 1.77 4.73

（差引）純経常行政コスト 4,503 38 4,536 ▲ 4 1 ▲ 1 4,557 1.01 1.01

（C）
／

（Ａ）

連単倍率

普通会計
公営事業
会　　　計

秋田県
全　体
（純計）

地方独立
行政法人

地方公社
第三

セクター
連結
(純計) （B）

／
（Ａ）
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前年度と対比すると経常行政コスト、経常収益、純経常行政コストは、いずれも減少

しています。

( )（３）連結純資産変動計算書 概要

財源調達の主なものは、普通会計では地方税、地方交付税ですが、連結会計・団

体等では大部分が固定資産除売却損益等の特別損益です。第三セクター等では、こ

れらは損益計算書に計上されるものですが、総務省方式改訂モデルでは、純資産の

増減とみなします。金融資産の評価損益等、当年度の特別な要因で発生した損益

についても、行政コスト計算書ではなく、純資産変動計算書上の財源の変動とし

て表されます。

平成２２年度の連結ベースの純経常行政コスト４，５５７億円に対し、財源調達

は３，９９８億円となっています。

（単位：億円、倍）

①連結純資産変動計算書

（総括）

（Ａ） （B) （C）

期首純資産残高 19,788 1,761 21,459 408 9 347 21,769 1.08 1.10

純経常行政コスト ▲ 4,503 ▲ 38 ▲ 4,536 4 ▲ 1 1 ▲ 4,557

財源調達 3,973 15 3,987 0 0 11 3,998

資産評価替・無償受入 ▲ 9 126 117 0 0 0 117

その他 0 ▲ 132 ▲ 123 ▲ 10 0 0 ▲ 125

期末純資産残高 19,248 1,731 20,905 403 8 358 21,202 1.09 1.10

連単倍率

普通会計
公営事業

会計

秋田県
全　体
（純計）

地方独立
行政法人

地方公社
第三

セクター
連結

(純計) （B）
／

（Ａ）

（C）
／

（Ａ）

（単位：億円、倍）

　　　③連結行政コスト計算書 普通会計 連結純計 連結/普通

　　　　　（年度増減） H21 ＨＨＨＨ 2 22 22 22 2 前年比 H21 ＨＨＨＨ 2 22 22 22 2 前年比 H21 H2 2H2 2H2 2H2 2

（A) （（（（ BBBB ）））） （B)-(A) （C) （（（（ DDDD ）））） （D)-(C) （C）/（A） （D）/（B）

経常行政コスト 4,666 4 ,615 ▲ 51 5,149 5 ,0 8 75 ,0 8 75 ,0 8 75 ,0 8 7 ▲ 62 1 .10 1.10

人にかかるコスト 1,554 1 ,521 ▲ 33 1,708 1 ,6 9 01 ,6 9 01 ,6 9 01 ,6 9 0 ▲ 18 1 .10 1.11

物にかかるコスト 1,413 1 ,406 ▲ 7 1,635 1 ,6 1 41 ,6 1 41 ,6 1 41 ,6 1 4 ▲ 21 1 .16 1.15

移転支出的なコスト 1,504 1 ,499 ▲ 6 1,385 1 ,3 8 01 ,3 8 01 ,3 8 01 ,3 8 0 ▲ 5 0 .92 0.92

その他のコスト 195 189 ▲ 6 421 4 0 24 0 24 0 24 0 2 ▲ 19 2 .16 2.13

経常収益 139 112 ▲ 28 588 5 3 05 3 05 3 05 3 0 ▲ 58 4 .23 4.73

使用料・手数料 102 67 ▲ 35 101 6 66 66 66 6 ▲ 35 0 .99 0.99

分担金・負担金・寄附金 37 44 7 44 5 15 15 15 1 7 1 .19 1.16

事業収益 0 0 0 315 3 0 13 0 13 0 13 0 1 ▲ 14 － －

その他特定行政サービス収入等 0 0 0 129 1 1 31 1 31 1 31 1 3 ▲ 16 － －

（差引）純経常行政コスト 4,527 4 ,503 ▲ 24 4,562 4 ,5 5 74 ,5 5 74 ,5 5 74 ,5 5 7 ▲ 5 1 .01 1.01

- 28 -



( )（４）連結資金収支計算書 概要

連結純計において、経常的収支が１，４００億円のプラス、公共資産整備収支が

３４８億円のマイナス、投資・財務的収支が１，０４０億円のマイナスで全体とし

て当期収支は１２億円のプラスとなっており、普通会計単独では２億円のマイナス

ですので、連結ベースでの収支は普通会計単独に比べると若干改善しています。

普通会計と比較して期末資金残高は１．４５倍となっています。

経常的収支の主なものは、支出では株式会社食肉流通公社の売上原価等で、収入

でも株式会社食肉流通公社の事業収入等です。

公共資産整備収支の主なものは、支出では下水道事業、収入でも下水道事業の国

県補助金等です。

投資・財務的収支の主なものは、支出では財団法人秋田県林業公社の短期借入金

の返済、企業活性化センターの長期借入金の返済、収入では林業公社、企業活性化

センターの長期借入金借入額です。

（単位：億円、倍）

②連結純資産変動計算書 普通会計 連結純計 連結/普通

　　　（年度増減）
H21 ＨＨＨＨ22222222 前年比 H21 ＨＨＨＨ22222222 前年比 H21 H22H22H22H22

（A) （（（（BBBB）））） （B)-(A) （C) （（（（DDDD）））） （D)-(C) （C）/（A） （D）/（B）

期首純資産残高 20,260 19,788 ▲ 472 22,276 21,76921,76921,76921,769 ▲ 507 1.10 1.10

純経常行政コスト ▲ 4,527 ▲ 4,503 24 ▲ 4,562 ▲ 4,557▲ 4,557▲ 4,557▲ 4,557 5

財源調達 4,029 3,973 ▲ 56 4,043 3,9983,9983,9983,998 ▲ 45

資産評価替・無償受入 26 ▲ 9 ▲ 35 155 117117117117 ▲ 38

その他 0 0 0 ▲ 149 ▲ 125▲ 125▲ 125▲ 125 24

期末純資産残高 19,788 19,248 ▲ 540 21,764 21,20221,20221,20221,202 ▲ 562 1.10 1.10

（単位：億円、倍）

（Ａ） （B) （C）

440 55 494 31 4 92 621 1.12 1.41

経常的収支 1,346 16 1,373 14 4 8 1,400

公共資産整備収支 ▲ 332 ▲ 3 ▲ 334 ▲ 10 0 ▲ 2 ▲ 348

投資・財務的収支 ▲ 1,016 ▲ 1 ▲ 1,027 ▲ 5 ▲ 6 ▲ 3 ▲ 1,040

▲ 2 13 12 ▲ 1 ▲ 1 3 12

438 68 506 30 3 94 633 1.16 1.45

期首資金残高

当期収支

期末資金残高

①連結資金収支計算書

　　　　　（総括）

連単倍率
普通会計

公営事業
会　　　計

秋田県
全　体
（純計）

地方独立
行政法人

地方公社
第三

セクター
連結

(純計) （B）
／

（Ａ）

（C）
／

（Ａ）
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※ 普通会計単体の資金収支計算書と連結資金収支計算書の普通会計の数値が異なっているのは、資金の

対象が異なるためです。単体時の資金の対象は、歳計現金のみですが、連結時は財政調整基金と減債基

金についても対象としています。よって連結資金収支計算書の普通会計平成２２年度末資金残高は、単体

時の歳計現金残高１０１億円に、財政調整基金残高１２３億円、減債基金残高２１４億円を加えた４３８億円

となっています。

（単位：億円、倍）

②連結資金収支計算書 普通会計 連結純計 連結/普通

　　　　（年度増減） H21 ＨＨＨＨ22222222 前年比 H21 ＨＨＨＨ22222222 前年比 H21 H22H22H22H22

（A) （（（（BBBB）））） （B)-(A) （C) （（（（DDDD）））） （D)-(C) （C）/（A） （D）/（B）

479 440 ▲ 39 731 621621621621 ▲ 110 1.53 1.41

経常的収支 1,165 1,346 181 1,311 1,4001,4001,4001,400 89

公共資産整備収支 ▲ 374 ▲ 332 42 ▲ 396 ▲ 348▲ 348▲ 348▲ 348 48

投資・財務的収支 ▲ 831 ▲ 1,016 ▲ 185 ▲ 904 ▲ 1,040▲ 1,040▲ 1,040▲ 1,040 ▲ 136

▲ 39 ▲ 2 37 10 12121212 2

440 438 ▲ 2 741 633633633633 ▲ 108 1.68 1.45期末資金残高

期首資金残高

当期収支
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債

①生活インフラ・国土保全 2,279,503,099 ①普通会計地方債 1,206,449,959

②教育 189,205,606 ②公営事業地方債 37,235,321

③福祉 25,516,124  地方債計 1,243,685,280

④環境衛生 29,284,738 (2) 長期未払金 4,596,614

⑤産業振興 659,116,989 (3) 引当金 157,801,111

⑥警察 38,612,422 （うち退職手当等引当金） 143,097,406

⑦総務 69,293,507 （うちその他の引当金） 14,703,705

⑧収益事業 0 (4) その他 △ 1,000,000

⑨その他 0 固定負債合計 1,405,083,005

有形固定資産合計 3,290,532,485

(2) 無形固定資産 4,739,120 ２　流動負債

(3) 売却可能資産 3,812,290 (1) 翌年度償還予定地方債 94,321,396

公共資産合計 3,299,083,895 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

(3) 未払金 1,941,557

２　投資等 (4) 翌年度支払予定退職手当 12,788,081

(1) 投資及び出資金 57,021,470 (5) 賞与引当金 8,072,413

(2) 貸付金 68,002,001 (6) その他 1,004,299

(3) 基金等 104,515,494 流動負債合計 118,127,746

(4) 長期延滞債権 8,022,521

(5) その他 8,868,851 負　　債　　合　　計 1,523,210,751

(6) 回収不能見込額 △ 3,307,825

投資等合計 243,122,512

[純資産の部]

３　流動資産

(1) 資金 50,600,478

(2) 未収金 1,392,353

(3) 販売用不動産 18,484,005

(4) その他 1,146,159

(5) 回収不能見込額 △ 168,032 純　 資　 産　 合　 計 2,090,450,619

流動資産合計 71,454,963

４　繰延勘定 0

資　　産　　合　　計 3,613,661,370 負 債 及 び 純 資 産 合 計 3,613,661,370

※１　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※２　普通会計地方債残高（翌年度償還予定額を含む。）のうち702,635,643千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※３　有形固定資産のうち、土地は543,081,676千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は2,501,609,800千円です。

20,000,000

21,914,468

地方公共団体全体の貸借対照表
（平成２３年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

10,821,113

73,999,185

３－１　財務書類４表（地方公共団体全体）
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（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 2,145,932,041

純経常行政コスト △ 453,551,696

一般財源

地方税 91,223,079

地方交付税 195,814,264

その他行政コスト充当財源 34,660,201

補助金等受入 82,992,939

臨時損益

災害復旧事業費 △ 2,028,247

公共資産除売却損益 △ 4,170,017

投資損失 △ 226,493

収益事業純損失 0

その他 422,252

出資の受入・新規設立 0

資産評価替えによる変動額 11,691,025

無償受贈資産受入 380

その他 △ 12,309,109

期末純資産残高 2,090,450,619

地方公共団体全体の純資産変動計算書
自　平成２２年４月 １ 日

至　平成２３年３月３１日
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

収益事業純収入

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高 50,600,478

857,523

14,928,070

123,841,868

△ 102,696,160

0

565,645

38,648,470

0

49,442,625

5,860

226,538,028

1,157,853

7,941,838

104,325,577

△ 4,900,000

688,500

0

0

84,903,084

0

0

0

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

13,440

103,465,164

23,618,193

42,312,100

0

8,652

11,920,601

77,859,546

0

0

137,301,608

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

111,307,141

△ 33,447,595

0

0

4,651,050

3,165,241

61,779,500

51,432,908

5,755,603

624,457

152,861,411

22,819,772

7,954,822

19,847,867

109,154,446

4,119,581

316,757,899

90,996,282

12,678,458

0

81,296,362

30,010,779

地方公共団体全体の資金収支計算書
自　平成２２年４月　１日

至　平成２３年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

454,059,507

0

195,814,264

0

27,161,744
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 2,283,443,926 ①普通会計地方債 1,206,449,959

②教育 244,286,413 ②公営事業地方債 37,235,321

③福祉 25,602,692  地方公共団体計 1,243,685,280

④環境衛生 29,557,972 (2) 関係団体

⑤産業振興 661,001,842 ①一部事務組合・広域連合地方債 0

⑥警察 38,612,580 ②地方三公社長期借入金 362,751

⑦総務 69,296,509 ③第三セクター等長期借入金 16,397,682

⑧収益事業 0  関係団体計 16,760,433

⑨その他 2,947 (3) 長期未払金 11,032,333

有形固定資産合計 3,351,804,881 (4) 引当金 167,163,043

(2) 無形固定資産 5,319,780 （うち退職手当等引当金） 150,041,069

(3) 売却可能資産 3,812,290 （うちその他の引当金） 17,121,974

公共資産合計 3,360,936,951 (5) その他 1,079,058

固定負債合計 1,439,720,147

２　投資等 ２　流動負債

(1) 投資及び出資金 30,365,937 (1) 翌年度償還予定額

(2) 貸付金 34,984,148 ①地方公共団体 94,321,396

(3) 基金等 123,238,126 ②関係団体 893,806

(4) 長期延滞債権 8,022,521  翌年度償還予定額計 95,215,202

(5) その他 41,033,231 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 2,121,000

(6) 回収不能見込額 △ 3,307,825 (3) 未払金 4,382,463

投資等合計 234,336,138 (4) 翌年度支払予定退職手当 13,188,742

(5) 賞与引当金 9,000,734

(6) その他 5,276,303

３　流動資産 流動負債合計 129,184,444

(1) 資金 63,332,455

(2) 未収金 3,647,590 負　　債　　合　　計 1,568,904,591

(3) 販売用不動産 18,484,005

(4) その他 8,888,918 [純資産の部]

(5) 回収不能見込額 △ 566,370

流動資産合計 93,786,598

４　繰延勘定 189

純資産 合計 2,120,155,285

資　　産　　合　　計 3,689,059,876 負債及び純資産合計 3,689,059,876

※１　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※２　普通会計地方債残高（翌年度償還予定額を含む。）のうち702,635,643千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※３　有形固定資産のうち、土地は554,474,535千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は2,525,048,266千円です。

10,821,113

314,810,638

20,000,000

13,552,870

連結貸借対照表
（平成２３年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

３－２　財務書類４表（連結）
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（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 2,176,896,844

純経常行政コスト △ 455,728,689

一般財源

地方税 91,223,079

地方交付税 195,814,264

その他行政コスト充当財源 34,660,201

補助金等受入 84,199,971

臨時損益

災害復旧事業費 △ 2,028,247

公共資産除売却損益 △ 4,167,814

投資損失 △ 226,493

収益事業純損失 △ 2,247

その他 286,305

出資の受入・新規設立 0

資産評価替えによる変動額 11,690,029

無償受贈資産受入 380

その他 △ 12,462,298

期末純資産残高 2,120,155,285

連結純資産変動計算書
自　平成２２年４月 １ 日

至　平成２３年３月３１日
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

収益事業純収入

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

98,507,377

20,054,282

757,505

0

90,996,282

195,814,264

52,776,132

5,455,584

連結資金収支計算書
自　平成２２年４月　１日

至　平成２３年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

167,978,173

26,977,787

7,954,822

26,331,882

347,804,323

0

5,555

16,528

27,401,327

19,369,903

487,853,357

140,049,034

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

81,296,362

30,010,779

1,082,994

29,267,606

4,218,726

61,779,500

0

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

4,742,471

427,726

112,823,416

23,808,594

42,312,100

0

8,652

11,898,228

78,027,574

△ 34,795,842

7,941,838

565,645

84,903,084

800,618

3,765,647

100,082,656

39,604,477

19,048,001

63,332,455

130,731,039

△ 104,023,024

0

1,230,168

62,102,287

0

13,821

403,301

1,117,249

100,273,528

△ 3,996,044

688,500

5,254,306

1,339,279

234,754,063
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５ 連結における作成の方針・基準

連結財務書類も 「貸借対照表 「行政コスト計算書 「純資産変動計算書 「資金収、 」、 」、 」、

支計算書」の４つの財務諸表と附属明細表で構成し、総務省の「総務省方式改定モデル」

に基づく財務書類作成要領に従って作成しています。

（１）連結の範囲

県の普通会計、公営事業会計８会計、地方独立行政法人４団体、地方公社１団体、

社会福祉法人１団体、社団法人３団体、財団法人１５団体、株式会社１４団体、その

他２団体です （５９ページ参照）。

（２）連結の方法

ア 連結の様式

普通会計、公営企業会計、地方独立行政法人、地方公社、第三セクター等を併記

式で列挙し、単純合計と純計を表示しています。

イ 連結の基準日

連結の基準日は、平成２３年３月３１日としています。普通会計において出納整

理期間中の出納について基準日までに処理したものとしているのに合わせ、普通会

計と各会計・団体間での出納整理期間中の出納については同様に調整しています。

また、決算日の差異が３ヵ月を超えない場合には、連結対象法人の決算を基礎と

して連結手続を行っています。

ウ 作成に使用した基礎数値

各会計・団体の決算書類を基礎として「総務省方式改訂モデル」の作成方法を加

味して作成しています。

主な項目と内容は、次のとおりです。

① 貸借対照表

みなし償却a

地方公営企業法の財務規定が適用される地方公営企業では、国庫等補助金で

取得した資産について「みなし償却」の処理がされるため 「みなし償却」を行、

ったデータをもとに計上しています。

回収不能見込額b

各会計・団体において徴収不納引当金や貸倒引当金として貸借対照表に計上

しているものを計上しています。

長期延滞債権c

各会計・団体において、貸付金、未収金のうち翌年度回収見込み債権を除く

一年以上延滞債権を長期延滞債権としています。

退職手当引当金d

基本的に普通会計同様の考え方で、全職員が年度末に退職した場合の必要額

を算定し計上しています。なお、公立大学法人への県派遣職員にかかる退職手

当引当金については、普通会計貸借対照表に計上しています。
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賞与引当金e

未計上の会計・団体については、調査により計上しています。

販売用不動産f

宅地造成事業では、地方公共団体財政健全化法における将来負担比率を算定す

る際の評価基準を用いて算定しています。簿価と差額が生じた場合には、純資産

の部に評価差額を計上しています。

② 行政コスト計算書

減価償却費

各団体・会計の会計基準による当該年度の減価償却費を計上しています。

エ 会計基準固有の調整

① 公営企業法非適用の公営事業会計（特別会計）については、貸借対照表等が整備

されていないため、普通会計の財務書類作成方法に準じて作成しています。

② 公営企業法適用の地方公営企業会計については、貸借対照表に計上している借入

資本金を連結貸借対照表の負債に組み替え、施設利用権等は無形固定資産として取

り扱うほか、退職手当引当金は年度末在職職員の推計値、賞与支給予定額について

は引当金として計上しています。

③ 地方独立行政法人については、貸借対照表においては、運営交付金債務等を負債

から連結貸借対照表の純資産へ修正、運営交付金から充当されるべき退職給付見積

額を引当金として計上、賞与支給実態に応じ引当金を計上するほか、地方独立行政

法人固有の会計処理を行っているものについて、所要の調整を行っています。

オ 会計間の調整事項

純計を算出するに当たっては、連結対象会計・団体間で行われた資金の出資（受

入 、貸付（借入 、借入金の返済（回収 、補助金や委託料の支払（受取 、その他） ） ） ）

未収金・未払金等債務と債権等の内部取引は、６２ページ以降の連結貸借対照表内

訳表等において相殺消去等の列で相殺消去しています。

なお、連結対象会計・団体間の年間取引総額が少額（１００万円未満）である補

助金の受取（支払 、委託料の受取（支払 、他会計への繰出（繰入）は相殺消去の） ）

対象としていません。

その主要な事項については 「附属明細書 相殺消去等に含めた重要な修正・組、

換等」に掲載しています。

カ その他

① 財務諸表ごとに表示単位未満を端数処理しています。このため各会計・団体が

公表する決算書類の内訳等と一致しない場合があります。

② 連結対象会計、団体で採用している消費税及び地方消費税の会計処理は、公営

事業会計、株式会社及び秋田県住宅供給公社については税抜方式で、地方独立行

政法人、社会福祉法人、社団法人、財団法人及び秋田県土地開発公社については

税込方式となっています。

③ 土地開発公社の公有用地は、簿価のまま組み替えています。

④ 連結貸借対照表の純資産の部については、一括表示しています。これに連動し
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て連結純資産変動計算書においても内訳ごとの開示を省略し、合計額のみ表示し

ています。
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